
 

 

令和８年度 

ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金 
 

 

募 集 要 項 

申請の手引き 
 

 

 

文化芸術のチカラを、地域の未来へ 

長崎県では、「ながさきピース文化祭 2025」を契機として高まった文化芸術の機運を

継承するため、「ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金」を創設しました。 

文化芸術には、人と人、人と地域をつなぎ、新たな地域の魅力や価値を生み出す力が

あります。 

本補助金では、文化芸術の力を活用し、人材やつながり、知見などの成果を地域へ還

元することで、文化芸術の振興はもとより、地域の活性化や交流の促進を図る事業を支

援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長崎県文化観光国際部 文化振興課 

募集期間：令和８年８月７日（金）～８月 28 日（金）17 時 
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１ 補助金の目的  

本補助金は、「ながさきピース文化祭 2025（第 40 回国民文化祭、第 25 回全国障害者芸

術・文化祭）」を契機として高まった文化芸術の機運を継承するとともに、文化芸術の力を

活用した取組により培われた人材、つながり、知見その他の成果を地域へ還元し、将来に

わたり継続・発展させることを目的としています。 

 

２ スケジュール 

時期 内容 備考（提出書類等） 

８月 28 日（金） 

17 時まで 
【申請者→県】交付申請 

・交付申請書（様式第１号） 

・事業計画書（様式第２号） 

・収支予算書（様式第３号） 

※市町以外の団体は提出 

・誓約書（様式第４号） 

・団体概要書（様式第５号） 等 

※事業着手する場合 

・事前着手承認申請書（様式第６号） 

９月上旬 書類審査  

９月上旬 

【県→申請者】 

交付決定・不交付決定の通知 

事前着手の承認 

※交付決定にあたり、条件を付すことが

あります。 

交付決定の通知を 

受けた日から 15 日 
交付申請の取下げ  

経費配分や事業内容を変更するとき （軽微な変更は除く。） 

※下記の軽微な変更に該当する場合は、変更承認は不要です。 

・補助対象経費の総額の 20％以内の範囲での経費配分変更 

・事業目的に影響しない事業内容の変更 

※施設整備・備品購入に係る変更は、軽微な変更に該当しません。 

・変更承認申請書（様式第７号） 

※変更内容を記載したものを提出 

・事業計画書（様式第２号） 

・変更収支予算書（様式第８号）等 

事業を中止又は廃止しようとするとき ・中止(廃止)承認申請書（様式第９号） 

補助金の概算払が必要なとき 
・交付請求書（様式第 15 号） 

・請求内訳書（様式第 16 号） 等 

事業完了日から 30 日

を経過する日又は 

令和９年３月 10 日の

いずれか早い日 

【補助事業者→県】 

実績報告書の提出 

・実績報告書（様式第 10 号） 

・事業報告書（様式第 11 号） 

・収支精算書（様式第 12 号） 

・支出内訳書（様式第 13 号） 

・支出証拠書類の写し 

・事業の実施状況が確認できる書類 等 

消費税額確定後 
【補助事業者→県】 

消費税等相当額の報告 

※消費税額が０円の場合も提出 

・消費税等相当額報告書（様式第 14 号） 

実績報告書確認後 
【県→補助事業者】 

補助金額の確定通知 
 

確定通知受理後 

速やかに 

【補助事業者→県】 

交付請求書の提出 
・交付請求書（様式第 15 号） 

請求書受理後 
【県→補助事業者】 

補助金の支払 
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３ 補助対象者 

  長崎県内の市町及び次の要件をすべて満たす、長崎県内に活動の本拠を有する団体を対

象とします。団体の法人格の有無は問いません。 

対象となる団体には、実行委員会、文化団体等の任意団体のほか、NPO 法人、公益法人、

一般法人、株式会社等の法人及び文化施設等の指定管理者を含みます。なお、個人による

申請はできません。 

（１）団体の要件 

  ア 定款又はこれに準ずる規約等を有していること 

イ 団体の意思を決定し、執行する組織が確立されていること 

ウ 適正な会計処理を行うとともに、その内容を確認する体制を有していること 

エ 事業を適切に実施する能力を有すると認められること 

オ 長崎県税に未納がないこと（長崎県税の納税義務がある団体に限る。） 

 （２）対象外団体 

   ア 政治活動を主たる目的とする団体 

イ 団体又はその構成員が、暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者に該当する団体 

ウ 法令又は公序良俗に反する活動を行う団体 

 

４ 補助対象事業 

 （１）共通要件 

次の要件をすべて満たす事業を対象とします。 

   ア 県内で実施し、県民等が文化芸術に触れる機会を提供する事業であること 

（特定の会員や関係者のみを対象とする事業は、補助対象外です。） 

   イ 文化芸術の発展、地域の活性化又は交流の促進につながり、補助事業終了後も継

続的な取組が見込まれる事業であること 

   ウ 令和９年２月 28 日までに事業及び補助対象経費の支払が完了すること 

（２）募集区分 

    次のア又はイのいずれかの区分に該当する事業を対象とします。なお、事業例は一

例であり、各区分の要件を満たす事業であれば対象となります。 

ア 先導モデル創出型 

     新規性を有し、文化芸術による取組の展開を通じて、他の地域への波及や広域的

な発信が見込まれる事業 

【事業例】 

① 歴史的建造物や文化財を会場として活用した、ライトアップや音楽公演等を組

み合わせた夜間イベント 

② 地域の自然や景観、空き施設等を活用した、現代アートの展示やワークショッ

プ 

③ 複数の市町や文化団体等が連携し、地域を巡回する公演・展覧会・創作活動を

実施して、広域的な文化事業モデルを構築する事業 

 

イ 地域文化芸術ステップアップ型 

     既存の文化芸術活動を基盤とし、新たな工夫や取組を加えることにより、地域に

おける活動の定着及び広がり並びに担い手の育成につながる事業 
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     【事業例】 

    ① 毎年開催している音楽祭に、県内の若手演奏家の出演や公開レッスン等のプロ

グラムを新たに実施する事業 

② 伝統芸能公演に、子ども向けの体験教室、手話や外国語による解説、外国人観

光客向けの体験プログラム等を新たに実施する事業 

③ ホールで実施していた演奏会や公演等に加え、学校、障害福祉施設、高齢者施

設へ出向き、演奏会やワークショップ等を新たに実施する事業 

 

（３）対象外となる事業 

    次のいずれかに該当する事業は、補助の対象となりません。 

× 文化芸術の振興を主たる目的としない事業 

× 新たな工夫や地域への波及効果、担い手の育成等が認められず、従前と同一内容

の事業 

× 営利又は寄附金の募集を主たる目的とする事業 

× 特定の政治的又は宗教的活動を主たる目的とする事業 

× 長崎県の他の補助金等の交付を受ける事業 

× 団体の運営経費の補填や施設整備、備品購入を主たる目的とする事業 

× 県外で実施する事業 

（事業の目的を達成するために、県外での実施が必要と認められる場合を除きます。） 

× 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれのある事業 

 

５ 補助対象期間 

  補助金の交付対象となる期間は、下記の事前着手の承認を受けた場合を除き、原則とし

て交付決定日から令和９年２月 28日までとします。この期間内に事業を実施するととも

に、補助対象経費の支払を完了するものとします。 

補助制度の期間について 

・本補助制度は、令和８年度から令和 10年度までの３か年度を予定しています。 

・来年度以降の補助金については、当該年度の予算成立を前提とするため、補助金の交付

を保証するものではありません。 

・補助継続の可否は、毎年度の交付申請に基づき、事業成果等を審査のうえ決定します。 

 

事前着手について 

・補助対象事業は、原則として、交付決定日以降の着手になりますが、事業の円滑な実施

のため、やむを得ず交付決定日前に着手する必要があるときは、交付申請書類と併せて

「事前着手承認申請書（様式第６号）」を提出し、承認を受けてください。 

・令和８年７月９日から交付決定日前日までの間の事業実施に直接必要な準備等に係る経

費で、県が承認した範囲に限り、補助対象経費とすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付決定日 2/28 7/9 

契約 支払 完了 

契約 支払 完了 

契約 支払 完了 

契約 支払 完了 

不可 

不可 

可 

事前着手の承認が必要 

≪イメージ図≫ 
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６ 補助対象経費 

（１）補助対象経費 

    補助対象となる経費は、補助事業の実施に直接必要な経費であって、次表に掲げる

経費とします。 

項目 内容 

報償費 講師、出演者、指導者、審査員等への謝金 

旅費 講師、出演者、指導者、審査員等への交通費及び宿泊費 

賃金 補助事業に直接従事する臨時的なスタッフ等の賃金 

需用費 消耗品費、印刷製本費、材料費 等 

役務費 郵送料、運搬費、広告料、イベント等の保険料 等 

委託料 

制作、運営、記録、警備、設営その他補助事業の実施に必要な業

務を委託するための経費 

※委託料を計上する場合は、見積書その他委託内容及び積算内訳

がわかる資料の提出が必要です。 

使用料及び賃借料 会場使用料、施設使用料、機材、備品等の借上料等 

その他経費 
上記の経費区分により難い経費であって、補助事業の実施に直接

必要であると県が認める経費 

 

施設整備費及び備品購入費について 

・施設整備費及び備品購入費は、原則として補助対象外ですが、補助事業の実施に

直接必要であり、地域文化の継承又は地域の文化的資源の活用等に資するものと

して、県が必要と認める場合に限り、補助対象となることがあります。 

・この場合、施設整備費及び備品購入費の合計額は、補助対象経費の総額（施設整

備費及び備品購入費を含む。）の２分の１を超えることはできません。 

・楽器、美術品その他恒常的な利用又は保有を目的とする資産の取得に要する経費

は補助対象となりません。 

 

（２）補助対象とならない経費 

    主な補助対象外経費は、次表のとおりです。 

    委託料の中にこれらの経費が含まれる場合も、当該経費は補助対象外となります。 

なお、補助対象外経費であっても、補助事業の実施に直接必要な経費は、収支予算

書の補助対象外経費に計上してください。（次表の収支予算書の欄に 「計上可」とある

経費） 

ただし、団体運営に係る経費、上記の補助対象経費の要件を満たさない施設整備費

及び備品購入費は、収支予算書に計上できません。（次表の収支予算書の欄に 「計上不

可」とある経費） 
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項目 内容 収支予算書 

団体運営に係る

経費 

・役員及び職員の人件費（給与、社会保険料、手当等） 

・役員及び職員の旅費（交通費、宿泊費） 

・事務所の維持費（家賃、光熱水費、電話代、インターネ

ット利用料金、ホームページ等の保守料等） 

・事務機器、事務用品、消耗品等の購入又は借用費（コピ

ー機、プリンター、コピー用紙等） 

・その他団体の管理運営に要する経費 

計上 

不可 

補助対象として

適当でない経費 

・先進事例等の視察に係る旅費 

・航空・列車・船舶運賃の特別料金 （ファーストクラス料

金、グリーン車料金等） 

・タクシー料金 （公共交通機関の利用が困難である等、や

むを得ない場合は補助対象となります。） 

・贈答又は儀礼に要する花代（花束、祝花等） 

・自家用車のガソリン代 

・金融機関・行政機関等に支払う手数料 （振込手数料、両

替手数料、許可申請手数料、収入印紙代等） 等 

計上可 

交際費等に係る

経費 

交際費、接待費、手土産代、レセプション・パーティーに

係る経費、打ち上げ費 等 
計上可 

飲食に係る経費 弁当、茶菓、ケータリング等の飲食の提供に係る経費 計上可 

賞金等に係る経

費 

受賞者に対する賞金、賞品、楯、トロフィー、副賞等の製

作又は購入費（賞状の作成に要する経費は補助対象とな

ります。） 

計上可 

記念品・返礼品

等に係る経費 
記念品、返礼品、ノベルティグッズ等の製作又は購入費 計上可 

販売物等に係る

経費 

販売又は有償頒布を目的とする図録、記録集、書籍、CD、

DVD、グッズ等の製作又は購入費 
計上可 

一般管理費 
委託契約に係る一般管理費のうち、直接経費の 10％を超

える部分 
計上可 

施設整備費及び 

備品購入費 

補助対象経費の要件を満たさない施設整備費及び備品購

入費 

計上 

不可 

 

指定管理者が実施する事業について 

・指定管理料の対象となる事業は、補助対象外となります。 

・指定管理料の対象となる経費は、収支予算書に計上できません。 

・指定管理料の対象とならない自主事業で、補助対象事業の要件を満たすものは、補助対

象となります。 

 

消費税及び地方消費税の取扱について 

・課税事業者等で、補助金の申請時に仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合は、当

該額を減額して申請してください。 

・実績報告書提出後に仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合は、「消費税等相当額

報告書（様式第 14 号）」を提出してください。 

・仕入れに係る消費税等相当額については、補助金の全部又は一部を返還していただく場

合があります。 
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７ 他の補助金等との関係 

（１）県の他の補助金等 

    同一事業について、県の他の補助金等の交付を受けることはできません。 

 

 

 

 

 

 

（２）国、市町その他の団体の補助金等 

国、市町その他の団体の補助金等との併用は可能ですが、当該補助金等が制度上、

併用を認めている場合に限ります。 

また、併用が認められている場合でも、同一の経費に重複して補助金を充当するこ

とはできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 補助金額 

（１）補助金額の算定 

補助金額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とし、区分ごとの補助上限額を

限度とします。なお、補助金額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。 

  補助金額 ＝ 補助対象経費 × 補助率 （補助上限額を限度） 

区分 補助率 補助上限額 

先導モデル創出型 1/2 以内 150 万円 

地域文化芸術ステップアップ型 1/2 以内 100 万円 

 

（２）補助金額の調整 

   補助金の交付決定額と補助事業に係る収入※の合計額が、総事業費（補助事業に要し

た経費の総額）を超える場合は、その超過額を交付決定額から差し引いた金額を補助

金額とします。 

なお、交付決定後に補助対象経費が増額となっても、交付決定した補助金額は増額

しません。 

 

※補助事業に係る収入とは、補助事業の実施に伴い得られる収入をいい、入場料、参

加費、当該事業において販売する物品等の販売収入、協賛金、当該事業を使途とし

て受けた寄附金、広告収入のほか、国、市町その他の団体から当該事業に対して交

付される補助金等を含みます。 

 

本補助金 

県の他の補助金等 

同一事業 

広告料 

謝金 

本補助金 

国・市町その他の団体の補助金等 

同一事業 
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      ≪イメージ図≫ ※市町補助金が定額の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 申請方法 

（１）申請できる件数 

  ア 市町 各所属（課）１件※ 

  イ 団体 １団体につき１件 

  ※同一市町から複数の申請があった場合、審査結果等を踏まえ、市町単位で採択件数

を調整することがあります。 

（２）提出書類 

  ア 市町・団体共通 

交付申請書（様式第１号）、事業計画書（様式第２号）、収支予算書（様式第３号） 

イ 団体のみ提出 

誓約書（様式第４号）、団体概要書（様式第５号） 

    団体の概要及び活動内容がわかる次の書類 

① 定款、規約、会則等 

② 役員又は構成員に関する名簿（実行委員会の場合は構成団体一覧） 

③ 直近年度の事業報告書及び収支決算書（設立後間もない団体で提出できない

場合を除く。） 

④ 活動内容がわかる資料（パンフレット、チラシ等） 

ウ 交付決定前に事業着手する場合 

事前着手承認申請書（様式第６号） 

（３）提出期限 

   令和８年８月 28日（金）17 時まで 

（４）提出方法 

   提出様式（Excel ファイル）は、原則、電子メールで提出してください。 

パンフレットやチラシ等の印刷物は、PDF ファイルを提出するか、現物を郵送してく

ださい。 

郵送又は持参する場合は、提出様式はＡ４サイズで片面印刷したものを１部提出し、

必ず控えを保管してください。 

（５）提出先 

   メールアドレス chiiki-bunka@pref.nagasaki.lg.jp 

   〒850-8570 長崎市尾上町３－１ 

   長崎県文化観光国際部 文化振興課 地域文化班 

入場者数

や協賛金

等の増加 

補助対象経費 

２００万円 

補助対象外経費 

５０万円 

補助金 

（交付決定額） 
 

１００万円 

事業収入 

１２０万円 

市町補助金 

3０万円 

＋３０万円 

△３０万円 

当初 （総事業費 ２５０万円） 実績 （総事業費 ２５０万円） 

補助対象経費 

２００万円 

補助対象外経費 

５０万円 

補助金 

（交付決定額） 
 

１００万円 

事業収入 

１5０万円 

補助金（確定額） 

７０万円 

市町補助金 

3０万円 
市町補助金 

3０万円 

事業収入 

１5０万円 
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10 審査 

 （１）審査方法 

    提出された交付申請書類について、外部有識者等による書類審査を行い、その結果

を踏まえて、予算の範囲内で補助金を交付する事業を決定します。 

なお、申請内容を確認するため、追加資料の提出又はヒアリングを求める場合があ

ります。 

区分 採択予定件数 

先導モデル創出型 ５件程度 

地域文化芸術ステップアップ型 ５件程度 

 

 （２）審査項目 

    審査は、次の審査項目により総合的に評価します。 

主な審査の観点を踏まえ、事業の目的、内容、期待される効果等が具体的に伝わる

よう事業計画書を作成してください。 

なお、重点事業に該当する事業は、加点の対象となります。 

審査項目 主な審査の観点 配点 

事業の新規

性・発展性   

・新たな取組や工夫があり、事業目的の達成につながる内容となって

いるか。 

・ 「先導モデル創出型」は、他地域の参考となるモデル性や発信力が認

められるか。 

・ 「地域文化芸術ステップアップ型」は、既存事業の発展や充実につな

がる内容となっているか。 

20 

地域への還

元・波及効

果 

・地域住民が文化芸術に触れる機会の拡大が期待できるか。 

・地域内外の交流促進や賑わい創出が期待できるか。 

・地域団体や他分野等との連携により、事業効果の広がりや相乗効果

が期待できるか。 

・成果目標や成果指標の設定が適切であり、事業の実施による効果が

期待できるか。 

25 

継続性・ 

将来性   

・補助事業終了後も継続できる仕組みや実施体制となっているか。 

・担い手の育成や次世代への継承につながることが期待できるか。 

・事業を通じて得られた人材、つながり、知見等が地域で継続的に活

用される見込みがあるか。 

・自立的な事業運営に向けた工夫が認められるか。 

25 

実施体制・

実現可能性 

・実施体制、役割分担及び連携体制が明確であるか。 

・事業スケジュールが具体的かつ実現可能であるか。 

・事業を着実に遂行できる能力を有しているか。 

5 

収支計画の

妥当性 

・積算内容が適正かつ具体的であるか。 

・事業規模や実施内容に見合った予算となっているか。 
5 

重点事業 

下記に該当する事業は、各５点ずつ加算 

・文化芸術を活かした県内外からの誘客、地域の賑わい創出につなが

る事業 

・子どもや若者が、企画・制作・運営・発表等に主体的に参画し、人

材育成につながる事業 

・障害の有無、年齢、言語等にかかわらず、多様な人が参加・鑑賞で

きるような環境整備を行う事業 

・ 「ながさきピース文化祭 2025」の成果を具体的に活用する事業 

20 
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11 Ｑ＆Ａ 

（１）補助制度全般について                             

  Ｑ どのような分野が文化芸術に該当しますか。 

Ａ 本補助金における文化芸術の範囲は、文化芸術基本法に定める文化芸術の範囲（音

楽、美術、演劇、舞踊、文芸、伝統芸能、生活文化その他の文化芸術活動）に準じます。 

例えば、食文化や地域の伝統文化をテーマとした事業についても、保存、継承又は

発信を目的とする場合は、補助対象となることがあります。 

 

Ｑ 「地域へ成果を還元する」とは、どのような取組を指しますか。 

Ａ 本補助金では、文化芸術事業を実施するだけでなく、その事業を通じて培われた人

材、つながり、知見などの成果を地域に還元することで、文化芸術の振興だけでなく、

地域の活性化、交流の促進につながるような取組を重視しています。また、事業終了

後も地域に効果が継続することを期待しています。 

  例えば、次のような効果が生まれる取組です。 

   ・事業で育成した人材が、地域で継続的に活動すること 

・事業で得られた知識やノウハウを、地域の文化団体や次世代が継承すること 

・新たな参加者や担い手の増加につながること 

・地域住民が文化芸術に触れる機会が広がること 

・地域資源を活用し、新たな交流や賑わいが生まれること 

 

 Ｑ 「先導モデル創出型」と「地域文化芸術ステップアップ型」のどちらを選べばよい

ですか。 

  Ａ 事業の内容や目的に応じて選択してください。 

    判断に困る場合は、次の考え方を参考にしてください。 

先導モデル創出型 新しい取組で、他地域への波及や広域発信を目指す事業 

地域文化芸術ステップ

アップ型 

既存事業に新たな工夫や取組を加え、地域への定着や広

がり、担い手育成を目指す事業 

 

  Ｑ 先着順で採択されますか。 

  Ａ 先着順ではありません。募集期間中に提出された交付申請書類について、外部有識

者等による書類審査を行い、審査結果を踏まえ、予算の範囲内で決定します。 

 

Ｑ 令和８年度に事業が採択された場合、令和９年度以降も継続して補助を受けること

ができますか。 

 Ａ 令和８年度に採択された場合であっても、令和９年度以降の補助金の交付を保証す

るものではありません。 

補助金の継続交付については、各年度の予算の成立状況及び交付申請に基づく事業

成果等の審査結果を踏まえて決定します。 
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Ｑ 令和８年度は事業期間が短いため、事業内容は来年度以降に向けた準備が中心とな

ります。申請できますか。 

  Ａ 申請できます。本補助金は、令和８年度からの最長３か年度を通じて事業の継続・

発展を目指す取組を支援するものです。 

初年度は体制整備や試行的な取組など、次年度以降の本格実施に向けた準備等であ

っても申請できます。 

    審査では、初年度の取組だけでなく、次年度以降どのように事業を展開し、その成

果を地域へ還元していくかを総合的に評価しますので、事業計画書に詳しく記載して

ください。 

 

Ｑ 「地域文化芸術ステップアップ型」の事業が採択された場合、次年度以降も「新た

な取組」をする必要がありますか。 

  Ａ 複数年を通じて事業を実施するものであれば、２年目以降、必ずしも新たな取組を

追加する必要はありません。ただし、事業内容の改善 ・充実、取組の定着・発展など、

事業計画書に基づく継続的なステップアップが図られているかを評価します。 

 

 

（２）補助対象者について                              

Ｑ 団体を結成したばかりですが、申請できますか。 

 Ａ 補助対象者の要件を満たし、事業を適切に実施できる体制があれば申請できます。

団体の設立時期ではなく、事業計画の内容や実施体制等、事業を遂行する能力がある

かを総合的に審査します。 

 

  Ｑ 学校法人は申請できますか。 

 Ａ 補助対象者の要件を満たす場合は申請できます。学校教育として通常実施される授

業、学校行事の一環として実施する発表会、展示会等は補助対象となりません。 

 

Ｑ 宗教法人は申請できますか。 

 Ａ 補助対象者の要件を満たす場合は申請できます。ただし、宗教上の儀式、布教等を

主たる目的とする事業は補助対象となりません。 

   例えば、宗教法人が所有する歴史的建造物（寺社や教会等）を活用した文化芸術イ

ベントなど、本補助金の目的に沿った事業であれば、補助対象となる場合があります。 

 

Ｑ 会社が実行委員会を立ち上げて事業を行う場合、会社と実行委員会のどちらで申請

すればいいですか。 

Ａ 会社及び実行委員会のいずれも補助対象者の要件を満たしている場合は、補助事業

の実施主体として、事業費の管理及び事業実施の責任を負う団体が申請してください。 
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（３）補助対象事業について                             

  Ｑ 毎年開催している文化芸術イベントでも申請できますか。 

 Ａ 申請できます。ただし、従来の事業をそのまま実施するだけでは補助対象となりま

せん。新たな企画の追加、参加者や対象者の拡大、地域への波及効果の向上、担い手の

育成等、事業の発展につながるような新たな取組が必要です。 

 

Ｑ オンラインでの公演や展示の配信は、補助対象になりますか。 

  Ａ 実際の公演や展示等を県内で実施し、その内容をオンラインで配信する場合は補助

対象となります。オンライン配信のみを行う事業は補助対象となりません。 

 

Ｑ 会場が県外でも補助対象になりますか。 

 Ａ 原則として、県内で実施する事業が補助対象です。ただし、県外で実施することに

より、本県の文化芸術の発信や県内への誘客など、本補助金の目的に資すると認めら

れる場合は補助対象となることがあります。 

 

 Ｑ 食文化をテーマとしたイベントやマルシェは、補助対象になりますか。 

 Ａ 地域独自の食文化の保存、継承又は発信を目的とする事業は、補助対象となる場合

があります。ただし、飲食の提供や物品の販売を主たる目的とするものは対象となり

ません。 

 

（４）他の補助金・収入について                           

Ｑ 県の別の補助金を申請していますが、まだ採択が決まっていません。本補助金にも  

申請できますか。 

Ａ 申請できます。ただし、同一の事業について県の他の補助金と重複して交付を受け

ることはできません。他の補助金が採択された場合は、速やかに県へご相談ください。 

 

Ｑ 市町や国の補助金を受けています。本補助金にも申請できますか。 

  Ａ 市町や国の補助金を受けている場合でも、それぞれの補助制度で他の補助金との併

用が認められていれば申請できます。ただし、市町や国の補助金の対象となっている

経費と、本補助金の対象経費を重複して計上することはできません。 

   対象となる経費は、それぞれの補助金ごとに明確に区分してください。 

 

Ｑ 参加費や入場料を徴収してもよいですか。 

Ａ 参加費や入場料を徴収することは可能です。ただし、営利を主たる目的とする事業

は補助対象となりません。参加費や入場料を徴収した場合は、補助事業に係る収入と

して計上してください。 

また、補助事業終了後の自立的な事業運営につなげる観点から、事業内容や対象者

に応じて、可能な範囲で参加費や入場料の徴収を検討してください。 

 

Ｑ 事業の実施に合わせて、過去に制作した作品集等を販売してもよいですか。 

 Ａ 過去に制作した制作物を販売することは可能です。販売収入は、補助事業に係る収

入として計上してください。ただし、これらの制作物の販売を主たる目的とする事業

は、対象となりません。 
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  Ｑ クラウドファンディングや寄附金を募ってもよいですか。 

 Ａ 事業の実施に充てることを目的として、クラウドファンディングや寄附金を募るこ

とは可能です。この場合の収入は、補助事業に係る収入として計上してください。 

一方で、団体への一般的な寄附など、事業への充当を前提としない寄附金について

は、団体の自主財源として整理してください。 

 

（５）補助対象経費・補助金額について                           

 Ｑ どのような施設整備や備品が補助対象になりますか。 

Ａ 例えば、未指定の文化財や歴史的建造物等の公開・活用に必要な案内板や展示設備

など、地域文化の継承や文化的資源の活用に必要な施設整備・備品購入は、それが事

業の主たる目的でなく、かつ施設整備費及び備品購入費の合計額が補助対象経費の総

額の２分の１を超えない場合に限り、補助対象となることがあります。 

ただし、補助対象となるかどうかは、事業内容や用途等を踏まえて、個別に判断し

ます。 

なお、楽器、美術品その他恒常的な利用・保有を目的とする資産や、パソコン、タブ

レット、プリンター等の汎用性が高い備品は補助対象となりません。 

 

Ｑ 申請件数が多い場合、一律に補助金額が減額されますか。 

 Ａ 申請件数が多いことを理由に、一律に補助金額を減額することは想定していません。 

 

Ｑ 補助金額の下限はありますか。 

 Ａ 補助金額の下限は設けていません。ただし、審査においては、事業内容や事業費に

対する効果、実施の妥当性などを総合的に評価します。 

 

Ｑ 補助対象経費と補助対象外経費が混在する場合、どのように整理すればよいですか。 

 Ａ 一つの支出の中に補助対象経費と補助対象外経費が含まれる場合は、それぞれを明

確に区分し、補助対象経費の内容や金額が確認できるよう整理してください。 

   明確に区分できない場合は、原則として補助対象外となります。 

 

Ｑ 実行委員会の構成団体へ業務を委託することはできますか。 

 Ａ 委託することは可能です。ただし、事業の実施上必要な委託であり、委託内容及び

委託金額が適正であることが必要です。 

なお、補助金を構成団体へ配分することを目的とした委託は認められません。 

 

Ｑ 補助金が採択されたら、事前着手した経費はすべて対象経費として認められますか。 

Ａ 事前着手承認申請書を提出した場合でも、申請書に記載された経費が、すべて補助

対象経費として認められるものではありません。 

申請書の内容を確認し、事業実施に直接必要な準備等に係る経費であると認められ

る経費に限ります。 

 


